
 

          （別紙１） 

 

 環境森林課 環境政策・脱炭素推進担当 城島 行き 

 提出先 FAX ０９８５－２６－７３１１ 又は 

     E-mail  kankyoshinrin@pref.miyazaki.lg.jp 

 

質 問 票 
（令和８年度「畜産バイオマス発電設備導入事業補助金」 

補助事業者の公募に係る質問） 

 
法人名 

  

作成者氏名 
 

 
電話番号  

 

メールアドレス  

質 問 内 容 

 

 

       提出期限：令和８年３月９日（月）午後５時まで（必着） 



（別紙２） 

 

 環境森林課 環境政策・脱炭素推進担当 城島 行き 

 提出先 FAX ０９８５－２６－７３１１ 又は 

     E-mail  kankyoshinrin@pref.miyazaki.lg.jp 

 

令和８年度「畜産バイオマス発電設備導入事業補助金」 

補助事業者の公募に係る 

参加申込書 
 

 

法人名 

 

 

 

 

 

所在地 

 

 

           

    代表者職氏名 

 

 

 

 

           

    担当者職氏名 

 

 

 

 

           

      電話番号 

 

 

 

 

           

   メールアドレス   

 

 

 

 

参加者数 

 

 

 

               提出期限：令和８年３月１３日（金）午後５時まで（必着） 



（別紙３） 

 

令和 年  月  日 

宮崎県知事 殿 

 

所在地 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

法人名                 印 

代表者職氏名 
                         

 

 

誓 約 書 
 

 

私は、令和８年度「畜産バイオマス発電設備導入事業補助金」補助事業者の公募に参加す

るに当たり、下記の参加要件を全て満たしていることを誓約します。 

 

 

※チェック欄（誓約の場合、□にチェックをいれてください。） 

 

□(1) 宮崎県内に事業所を置く法人その他団体（国、市町村を除く。）又は宮崎県内の住

所地居所地又は事業場等の所在地を納税地として青色申告を行っている個人事業

主であること。 

 

 □(2) 宮崎県暴力団排除条例（平成 23 年条例第 18 号）第２条第１号に規定する暴力団、

又は代表者及び役員が同条例第４号に規定する暴力団関係者でない者であること。 

 

 □(3) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４に該当しない者であるこ

と。 

  

□(4) 県が発注する業務、事業において、入札参加資格停止又は指名停止の措置を受けて

いないこと。 

 

□(5） 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生 

    法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成 16 

年法律第 75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。 

 

 □(6)  県税に未納がないこと。 

 

 □(7)  地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 321条の４及び各市町村の条例の規定によ 

り、個人住民税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮崎県 

内に居住しているものに限る。）の個人住民税について特別徴収を実施している者 

又は特別徴収を開始することを誓約した者であること。 

 

□(8) その他、県との協議に真摯に対応し、事務処理を遅漏なく処理できること。 



 

（別紙４） 

  

令和  年  月  日  

 

 宮崎県知事 殿 

 

所 在 地                 

法 人 名                 

代表者職氏名                

  

 

令和８年度「畜産バイオマス発電設備導入事業補助金」補助事業者の公募に係る 

応募申請書 

 

 

このことについて、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

別紙５「事業計画書」のとおり 

 

２ 補助事業に要する経費 

別紙６「収支予算書」のとおり 

 

３ 本件担当者 

  担当者職氏名： 

  電 話 番 号： 

  電子メール： 

 



 

（別紙５） 

 

事業計画書 

 

法人について 

法人名  

 

 

所在地  

 

 

代表者氏名  

 

 

担当者氏名  

 

 

電話番号  

 

 

E-mail  

 

 

法人の目的  

 

 

 

主な活動  

 

 

 

年間の収支予算 ※収入・支出の規模とその項目（別紙でも可） 

 

 

 

職員数 ※提出日時点の職員数（常勤・非常勤含む）を記載してください。 

 

 



 

ア．事業の目的・効果 

事業の趣旨・目的

の理解 

 

※本補助金事業の趣旨（温室効果ガス削減等）と本事業が合致する点につい

て、具体的に記述してください。 

 

（記述例） 

本事業は、当農場から排出される家畜糞尿を有効活用し、バイオガス発電を

行うことで、未処理糞尿からのメタン排出を抑制し、地域全体の温室効果ガ

ス削減に貢献することを目的としています。また、発電した電力の自家消費

により、経営コストの削減と安定化を図り…） 

 

 

想定発電電力量

及び温室効果ガ

ス削減効果の妥

当性 

※導入する発電設備の仕様（設備能力、容量等）と、それに伴う想定発電電

力量及び温室効果ガス（GHG）削減効果を算定し、その算出根拠を具体的

に記述してください。 

 

（記述例） 

●導入場所：宮崎県○○市 

●発電設備の仕様：（基本仕様を記載してください。） 

●想定発電電力量（年間）：〇〇 KWh/年 

算出根拠：（例：処理対象家畜糞尿量、メタンガス発生率、発電効率、年

間稼働時間など、具体的な数値を用いて説明してください。） 

・処理対象家畜糞尿量：〇〇トン/日（〇〇頭 × 〇〇kg/日・頭） 

・メタンガス発生量：〇〇 Nm³/日 

・発電効率：〇〇% 

●温室効果ガス削減効果（年間）： 〇〇 t-CO2/年 

 

 

イ．実現可能性 

事業スケジュー

ル、施工計画の現

実性 

※事業全体のスケジュール（設計、建設、設備導入、試運転、稼働開始まで）

を、具体的な期間と工程で示してください。 

※事業計画図（平面図、系統図等）で補助対象範囲を明示してください。 



 

事業実施体制及

び財務状況 

※本補助事業を適切に実施・運営するための体制と、財務的な安定性を記述

してください。 

 

実施体制：（事業推進責任者、担当者、協力会社（設計・施工業者、設備メ

ーカー、メンテナンス業者等）との連携体制など。） 

財務状況：（過去２期分の決算概要、自己資金比率、金融機関との取引状況

など、事業を継続的に実施できる財務的な裏付けについて記述してくださ

い。） 

資金計画：資金調達の内訳を記述してください。 

（記述例）事業費○○円 

     資金調達内訳）県補助金：○○円 

            自己資金：○○円 

            金融機関の融資：○○円 

            その他：○○円 

ウ．経済性・効率性 

事業費の積算根

拠の妥当性 

※本事業にかかる総事業費について、その内訳（設備費、工事費、設計費、

付帯工事費など）とそれぞれの積算根拠を詳細に記述してください。（別

紙７に詳細な積算根拠を示している場合は記述省略可。） 

※公的な積算基準に基づき算定してください。公的な積算基準によらない

場合、根拠となる資料を添付してください。 

※見積りによる場合は、原則、２社以上の見積書を添付してください。 

 

コスト削減の工

夫、効率的な設

備構成 

※事業費削減に向けた工夫や、設備構成における効率性向上への取り組み

を具体的に記述してください。 

（例：既存施設・設備の有効活用、特定サプライヤーとの交渉によるコス

トダウン、高効率設備の選定、最適な規模設計など。） 

エ．維持管理体制 

運転管理・メンテ

ナンス体制 

※設備稼働後の運転管理体制（担当者の配置、日常点検、定期点検計画）と

メンテナンス体制（専門業者との契約、部品供給体制、緊急時対応）を具

体的に記述してください。 

（例：〇〇名の専任担当者を配置し、毎日〇回の巡回点検を実施。専門業

者〇〇社と年間保守契約を締結予定。主要部品は〇日以内に供給可能、な

ど。） 



 

稼働後の運転資

金、維持費の確保 

※事業稼働後の運転資金（人件費、燃料費、光熱水費等）および維持費（修

繕費、保守契約料、消耗品費等）の見込みを算定し、その確保方法を記述

してください。 

発生する消化液

の利活用計画 

※バイオガス発酵後に発生する消化液の処理計画と、その具体的かつ環境

に配慮した利活用計画を記述してください。 

（例：当農場の〇〇ha の耕作地へ液肥として散布。近隣農家への無償提

供または有償販売計画。固液分離後の固形分の堆肥化・利用計画など。そ

の品質管理方法や散布計画も含む。） 

オ．地域波及効果 

他地域へのモデ

ル波及効果 

※本事業が、他の畜産事業者や地域にとって、温室効果ガス削減や資源循環

のモデルケースとなりうる点について記述してください。 

（例：本事業で培われるノウハウの共有、見学受け入れ体制の整備、実証

データの発信、地域での講演活動など、普及啓発への貢献意欲を示す内

容。） 

  

※必要に応じて関係資料を添付してください。 



（別紙６） 
 

収支予算書 
 

 
１  収 入 
                                                         （単位：円） 

 
区 分 

 

 
金 額 

 
備 考 

自己資金   

県補助金   

寄付金その他の収入   

計   

 

２ 支 出 
                                                                （単位：円）  

区 分 補助対象経費 金 額 内 訳 

 
事業費 

 
   

 
設備費 
 
 
 

   

 
計 
 

   

（注）千円未満を切捨てとすること。 



 

 
 

（別紙７） 

事業費用の内訳 

（単位：円）  

費目 事業費積算内訳額 

(記載例) 

【工事費】 

 建築工事 

 電気設備工事 

 ○○工事 

 

 

【機械器具の購入費】 

  

 

 

【工事に必要な実施設計】 

 

 

 

【測量試験費】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計額 x,xxx,xxx円 

 

※金額や規格等を記載してください。 
※補助対象経費は、補助事業者公募要領 別表のとおりです。 
※金額の算定根拠（見積書、定価表、カタログ等）を添付するこ

と。公的な積算資料に基づき算出している場合は、使用した資

料を添付してください。 
※見積りによる場合は、原則、２社以上の見積書を添付してく

ださい。 
※本事業は補助事業であり、消費税は計上しないでください。 

※本様式は、ワード以外のファイル可。 


